
 

事業事前評価表 

国際協力機構 社会基盤・平和構築部 

都市・地域開発 第一チーム 

１．案件名  

国名：ブータン王国 
案件名：国家地理空間情報作成プロジェクト 

Project on Development of National Geo-Spatial Data 

２．協力概要 

（１） 事業の目的 
本事業は、ブータン王国の南部地域（9,870km2）おいて、衛星写真を用いた
1/25,000 デジタル地形図の作成及びデジタル地形図作成に係る技術移転を
行うことにより、農業開発及びインフラ整備計画等の策定に寄与するものであ
る。 

（２） 調査期間 
2015年 2月~2017年 9月 を予定（計 32 ヵ月） 

（３） 総調査費用 
5.5億円 

（４） 協力相手先機関 
国家土地委員会  
National Land Commission Secretariat 

（５） 計画の対象（対象分野、対象規模等） 
1） 1/25,000地形図を作成する範囲 

ブータン南部地域（9,870km2） 
2） 衛星画像を取得する地域 

ブータン南部地域（11,000km2） 
3） 技術移転の対象 

国家土地委員会 地理課及び地図作成課 各 10名程度 

３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状及び問題点 
 ブータンはヒマラヤ山脈の東端に位置し、北を中国、南をインドに囲まれた内陸国
であり、国土の殆どが急峻な山岳に覆われている。水力発電所の建設投資及び売
電収入の増加を源泉として堅調に成長してきており、2012 年の GDP 成長率は
8.6%（ブータン政府資料）を記録している。 

GDP構成は第一次産業 17.0%、第二次産業 39.3%、第三次産業 43.7%となっ
ており、水力発電を中心とした第二次産業の貢献が大きくなっている。一方、2011
年における産業別従事者数では、農業の割合が 60.2%となっており、国民の生活
向上の観点から重要性は高い。また、国土の多くが山岳地帯であるブータンは、農
耕地の比率が約 3%と極めて低く、貧困削減や食料輸入による外貨流出の減速等
の観点からも農業を含む第一次産業の改善が必要となっている。 
 係る状況の下、ブータン政府は第 11次 5 ヵ年計画（2013年-2018年）において、
コメの増産等を通じ食料自給率を高めるとしている。特に、貧困率の高い南部の緩
傾斜地を重点地域として捉え、農地整備及び農業技術の向上等の取り組みを進め
る方針である。また、経済開発政策の中において南部地域に経済特区を開発し、イ
ンド市場をターゲットとした製造業を育成するとともに外資誘致の可能性を模索す
るとしており、これに伴う各種のインフラ整備が必要となっている。 



 

  しかし、農地整備及びインフラ整備の基となる地形図については、1960 年代に
インド政府の支援により作成された 1/50,000 の地形図を 1990 年に更新したもの
が最新となっており、各種計画・管理を行う上で十分な精度を有していない状況に
ある。 
 上記背景を踏まえ、国家土地委員会は農地整備等の基礎情報となる 1/25,000
のデジタル地形図及び NSDI（National Spatial Data Infrastructure）整備・実施計
画の作成並びにデジタル地形図の作成等に係る技術移転を目的とした技術協力を
我が国に要請した。 
（２） 相手国政府国家政策上の位置づけ 
 第 11次 5 ヵ年計画（2013-2018年）では民間企業の参画を通じた農業の商業化
及び未使用地の農地開発を目指すとしている。農業ポテンシャルが高く、産業集積
拠点として想定されている南部地域において 1/25,000 地形図を整備する本調査
は、農地整備計画を作成する上で重要な役割を担うものである。 
（３） 他国機関の関連事業との整合性 
 世界銀行はブータン南西部及び中南部における低所得農家の生産性向上を目
指し、道路及び灌漑等のインフラ整備を行っており、本事業で作成される地形図の
有効活用が期待される。 
（４） 我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置づけ 
 JICAの援助方針では、重点課題である「持続的な経済成長への支援」において、
地域間格差の是正及び経済成長促進を開発課題として掲げている。 

４．協力の枠組み 

（１） 調査項目 
1） 既存資料の収集・整理 
2） 図式・作業基準・仕様の協議 
3） 衛星画像の取得 
4） 標定点測量 
5） 空中三角測量 
6） 現地調査 
7） 数値図化 
8） 数値編集 
9） 地図記号化 
10） データ構造化 
11） デジタル地形図作成手法に関する技術移転 

（２） アウトプット（成果）  
1） 1/25,000デジタル地形図：9,870km2 
2） 衛星画像を基としたオルソフォトマップ：11,000km2 
3） NSDI計画 

（３）インプット（投入）：以下の投入による調査の実施  
（ａ）コンサルタント（分野／人数） 約 45MM 

1）総括/図式・仕様協議、2）標定点測量、3）現地調査/現地補測、4）空中三角測
量、5）数値図化、6）数値編集/地図記号化、7）データ構造化/GIS データ解析、
8）利活用計画/NSDI計画、9）業務調整/数値図化補助 
（ｂ）その他 研修員受入れ 
本事業実施に必要となる機材（デジタル図化機等） 約 39,000千円 

５． 協力終了後に達成が期待される目標 

（１） 提案計画の活用目標 



 

本事業によって作成されたデジタル地形図が農業開発及びインフラ整備計画
等の策定に活用される。 

（２） 活用による達成目標 
本事業によって作成されたデジタル地形図を基に策定された農業開発及びイ
ンフラ整備計画等が実施される。 

６．外部要因 

（１） 協力相手国内の事情 
1） 政策的要因：本事業終了後の政策の変更等によるデジタル地形図作成事

業等の優先度の低下 
2） 行政的要因：デジタル地形図の活用機関との連携に係る調整不足及び

C/Pスタッフの不足及び配置の遅れ 
3） 経済的要因：本事業終了後の地形図作成・維持管理資金の不足 

（２） 関連プロジェクトの遅れ 
関連プロジェクトなし。 

７．貧困・ジェンダー・環境等への配慮（注）  

（１） 環境社会配慮 
① カテゴリ分類：C 
② カテゴリ分類の根拠 

 本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4 月公
布）上、環境への望ましくない影響は最小限であると判断されるため、カテ
ゴリ Cに該当する。 

（２） ジェンダー・平等促進/平和構築・貧困削減 
 負へのインパクトは特に予見されておらず、これらへの配慮は特になし。 
（３） その他 
 特になし。 

８．過去の類似案件からの教訓の活用（注）  

過去に実施された JICA の地形図作成調査の経験及びそれらのフォローアップ調
査結果から、以下の教訓が導かれている。  
 C/P への技術移転が十分されず、案件終了後も C/P 機関が自立的に地形図

作成を出来ない  
 C/P 機関の地形図の二次利用にかかる料金体系や著作権の取り扱いなどの

普及制度の不備、あるいは成果品が特殊なデータ形式で納品されることより、
成果品の利活用が進んでいない 

 
そのため、本事業は、以下の点について留意し実施する。  
 C/P への技術移転については、本事業では作成される地形図の一部分に関し

OJT による実践的なデジタル地形図作成の技術移転を行い、C/P の理論的な
理解及び技術的な体得ができるように工夫を行う。  

 NSDI 整備計画を作成し、成果品の利活用促進へ向けた基盤を整える。また、
プロジェクト開始時、終了時に関係機関を巻き込んだセミナーを実施するなど、
具体的な利活用促進のための工夫を行う。  

９．今後の評価計画 

（１）事後評価に用いる指標  
（ａ）活用の進捗度 
ア） デジタル地形図の各種開発計画策定時における活用の実績 
（ｂ）活用による達成目標の指標 



 

ア） デジタル地形図を活用した各種開発計画の実施実績 
（２）上記（ａ）および（ｂ）を評価する方法および時期 
ア） 事業終了 3 年後に事後評価を行い、成果品の活用状況及び技術移転の成

果を確認する。 
イ） 必要に応じフォローアップ調査によるモニタリングを実施する。 

 


